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(百万円未満切捨て)

１．2027年５月期第１四半期の業績（2026年６月１日～2026年８月31日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年５月期第１四半期 2,014 23.8 111 298.9 113 299.3 72 302.3

2026年５月期第１四半期 1,626 △13.7 28 △46.2 28 △44.7 17 △44.9

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年５月期第１四半期 26.66 －

2026年５月期第１四半期 6.62 －

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2027年５月期第１四半期 6,542 4,678 71.5 1,726.29

2026年５月期 6,241 4,720 75.6 1,741.88
(参考) 自己資本 2027年５月期第１四半期 4,678百万円 2026年５月期 4,720百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年５月期 － 0.00 － 43.00 43.00

2027年５月期 －

2027年５月期(予想) 0.00 － 0.00 0.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：有

３．2027年５月期の業績予想（2026年６月１日～2027年５月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 3,920 8.9 260 39.0 260 37.6 160 24.4 59.04

通期 8,000 3.3 570 △3.0 560 △5.0 360 △8.9 132.85

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2027年５月期１Ｑ 2,712,400株 2026年５月期 2,712,400株

② 期末自己株式数 2027年５月期１Ｑ 2,514株 2026年５月期 2,314株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年５月期１Ｑ 2,709,886株 2026年５月期１Ｑ 2,710,486株

※ 添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査
法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．
当四半期決算に関する定性的情報（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、実質総雇用者所得が緩やかに増加し消費マインドに下げ止まり

が見られるなど個人消費に持ち直しの動きが見られ、設備投資も堅調な企業収益等を背景に持ち直し傾向が続い

ております。先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待さ

れるものの、不安定な中東情勢や継続する円安基調に伴う原材料価格の高騰、自然災害の影響や金融資本市場の

変動等、景気を下押しするリスクが存在しており、依然として不透明な情勢が続いております。

当社が属する不動産業界におきましては、国土交通省の調査「主要都市の高度利用地地価動向報告」（2026年

６月公表）によれば、国内景気の底堅さを反映し、2026年第１四半期（2026年１月１日～2026年４月１日）の主

要都市・高度利用地44地区の地価動向は、2025年第４四半期（2025年10月１日～2026年１月１日）に比べ、44地

区全てが上昇し、９回連続の全地区上昇となりました。

また、当社の主力事業である中古住宅の売買の状況については、公益社団法人西日本不動産流通機構（西日本

レインズ）に登録されている物件情報の集計結果である「市況動向データ」の直近の調査（2026年９月公表）に

よると、中国地方では、2026年６月から2026年８月までの中古戸建住宅の成約件数は、前年同期間に比べて12.0

％増となりました。九州地方では、同期間の中古戸建住宅の成約件数は、同7.1％増となりました。

このような環境の中、当社は、引き続き多くの不動産情報の収集を強化したほか、積極的に自社不動産を販売

するなど、不動産売買事業に注力いたしました。

これらの結果、当第１四半期累計期間の売上高は、2,014,210千円（前年同四半期比23.8％増）となりました。

また、売上高が増加したことから、営業利益は111,854千円（同298.9％増）、経常利益は113,059千円（同299.3

％増）、四半期純利益は72,236千円（同302.3％増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①不動産売買事業

自社不動産販売事業については、自社不動産の販売件数は106件と前年同四半期の89件を17件上回り、平均販売

単価も17,211千円と前年同四半期に比べて1,195千円上昇しました。

不動産売買仲介事業については、売買仲介件数が前年同四半期を若干下回ったものの、平均単価が上回ったこ

とから、売買仲介手数料は前年同四半期を上回りました。

これらの結果、不動産売買事業の売上高は1,936,565千円（前年同四半期比25.9％増）となり、売上高の増加に

より、営業利益は249,345千円（同46.2％増）となりました。

②不動産賃貸事業

不動産賃貸仲介事業については、賃貸仲介手数料の１件当たりの平均単価は前年同四半期を上回ったものの、

賃貸仲介件数が減少したことから、売上高は前年同四半期を下回りました。不動産管理受託事業については、管

理受託件数が増加したことに伴い管理料が増加したものの、原価を伴う請負工事高が減少したことから、売上高

は前年同四半期を下回りました。自社不動産賃貸事業については、前期賃貸用不動産を売却したことに伴い、賃

貸収入が前年同四半期を下回りました。

これらの結果、不動産賃貸事業の売上高は48,063千円（前年同四半期比18.6％減）となりました。一方で、原

価を伴う請負工事高の減少により売上原価が大幅に減少したことにより、営業利益は7,445千円（同4.1％減）と

若干の減少にとどまりました。

③不動産関連事業

保険代理店事業については、自社不動産の販売件数の増加などにより保険契約件数が増加したことに加え、１

件当たりの保険料が増加したほか、既存顧客の契約更新の獲得数が順調に伸びたことなどから、売上高は前年同

四半期を上回りました。

これらの結果、不動産関連事業の売上高は8,560千円（前年同四半期比5.0％増）となり、営業利益は売上高の

増加により4,246千円（同7.1％増）となりました。
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④その他事業

介護福祉事業については、物品販売が減少したものの、請負工事高が増加したことから、全体の売上高は前年

同四半期に比べて、ほぼ横ばいとなりました。

これらの結果、その他事業の売上高は21,020千円（前年同四半期比1.6％増）となりました。営業利益は、売上

高が増加したものの、人件費の増加などにより、209千円の営業損失（前事業年度は901千円の営業利益）となり

ました。

（２）財政状態に関する説明

①資産

当第１四半期会計期間末の資産合計は6,542,831千円となり、前事業年度末に比べて300,859千円増加しまし

た。流動資産は5,715,823千円となり、前事業年度末に比べて317,368千円増加しました。これは主として、販売

用不動産が56,973千円、仕掛用販売不動産等が68,189千円減少したものの、現金及び預金が462,845千円増加した

ことによるものであります。固定資産は827,007千円となり、前事業年度末に比べて16,509千円減少しました。

②負債

当第１四半期会計期間末の負債合計は1,864,769千円となり、前事業年度末に比べて343,441千円増加しまし

た。流動負債は1,418,197千円となり、前事業年度末に比べて386,806千円増加しました。これは主として未払法

人税が61,088千円減少したものの、短期借入金が443,858千円増加したことなどによるものであります。固定負債

は446,572千円となり、前事業年度末に比べて43,364千円減少しました。これは主として、長期借入金が44,730千

円減少したことによるものであります。

③純資産

当第１四半期会計期間末の純資産合計は4,678,061千円となり、前事業年度末に比べて42,582千円減少しまし

た。これは主として、四半期純利益72,236千円を計上したものの、配当金の支払116,533千円があったことによる

ものであります。

以上の結果、自己資本比率は、前事業年度末の75.6％から71.5％となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

当事業年度（2027年５月期）の業績予想につきましては、2026年７月14日の「2026年５月期決算短信〔日本基

準〕(非連結)」で公表いたしました業績予想に変更はありません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2026年５月31日)

当第１四半期会計期間
(2026年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 930,916 1,393,762

売掛金 38,846 41,659

販売用不動産 2,851,944 2,794,971

仕掛販売用不動産等 1,473,094 1,404,904

商品 763 668

貯蔵品 4,972 5,157

その他 97,916 74,699

流動資産合計 5,398,454 5,715,823

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 289,866 285,015

土地 337,417 337,417

その他（純額） 19,403 18,056

有形固定資産合計 646,686 640,488

無形固定資産 4,847 4,060

投資その他の資産

投資その他の資産 193,570 183,512

貸倒引当金 △1,587 △1,053

投資その他の資産合計 191,982 182,458

固定資産合計 843,517 827,007

資産合計 6,241,971 6,542,831
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(単位：千円)

前事業年度
(2026年５月31日)

当第１四半期会計期間
(2026年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 123,569 121,169

短期借入金 455,162 899,020

未払法人税等 95,189 34,101

賞与引当金 - 22,739

完成工事補償引当金 4,800 8,800

その他 352,670 332,367

流動負債合計 1,031,391 1,418,197

固定負債

長期借入金 337,894 293,164

退職給付引当金 58,327 59,465

資産除去債務 74,149 74,377

その他 19,566 19,566

固定負債合計 489,936 446,572

負債合計 1,521,328 1,864,769

純資産の部

株主資本

資本金 302,889 302,889

資本剰余金 264,499 264,499

利益剰余金 4,138,205 4,093,908

自己株式 △1,220 △1,220

株主資本合計 4,704,373 4,660,076

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16,270 17,984

評価・換算差額等合計 16,270 17,984

純資産合計 4,720,643 4,678,061

負債純資産合計 6,241,971 6,542,831
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2025年６月１日
至 2025年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2026年６月１日
至 2026年８月31日)

売上高 1,626,608 2,014,210

売上原価 1,145,689 1,437,352

売上総利益 480,918 576,858

販売費及び一般管理費 452,879 465,003

営業利益 28,038 111,854

営業外収益

受取利息 1,019 1,785

受取配当金 561 704

その他 43 304

営業外収益合計 1,624 2,794

営業外費用

支払利息 1,329 1,566

その他 22 22

営業外費用合計 1,351 1,588

経常利益 28,311 113,059

税引前四半期純利益 28,311 113,059

法人税、住民税及び事業税 1,919 30,714

法人税等調整額 8,438 10,108

法人税等合計 10,357 40,823

四半期純利益 17,954 72,236
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等の注記）

前第１四半期累計期間(自 2025年６月１日 至 2025年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
損益計算書
計上額
(注)３

不動産
売買事業

不動産
賃貸事業

不動産
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,538,707 59,057 8,156 1,605,922 20,685 1,626,608 － 1,626,608

セグメント利益 170,600 7,759 3,963 182,323 901 183,224 △155,185 28,038

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護福祉事業であります。

２．調整額の内容は、以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△155,185千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。な

お、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

当第１四半期累計期間(自 2026年６月１日 至 2026年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
損益計算書
計上額
(注)３

不動産
売買事業

不動産
賃貸事業

不動産
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,936,565 48,063 8,560 1,993,189 21,020 2,014,210 － 2,014,210

セグメント利益又は損失（△） 249,345 7,445 4,246 261,037 △209 260,827 △148,973 111,854

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護福祉事業であります。

２．調整額の内容は、以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失（△）の調整額△148,973千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（四半期キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 2025年６月１日
至 2025年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2026年６月１日
至 2026年８月31日)

減価償却費 11,791千円 7,613千円
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（重要な後発事象）

（当社に対する公開買付け）

当社は、2026年10月13日開催の取締役会において、株式会社カチタス（以下「公開買付者」といいます。）に

よる当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいま

す。）に賛同の意見を表明するとともに、当社株主の皆様に対して、本公開買付けへの応募を推奨することを決

議いたしましたので、お知らせいたします。

なお、当該取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続を経て当社を完全子会社とす

ることを企図していること並びに当社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われたものです。

詳細につきましては、2026年10月13日公表の「株式会社カチタスによる当社株券に対する公開買付けに関する

賛同の意見表明及び応募推奨のお知らせ」をご参照ください。


